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海外情報

メキシコの豚肉産業の現状と課題

調査情報部　渡邊陽介、横田　徹

１　はじめに

　メキシコの豚肉産業は、競合する安価な米国産豚肉に対抗するため、生産性の向上を目的

に企業による垂直統合（インテグレーション）を進めてきた。インテグレーションによる技

術面や衛生面の改善により、豚肉輸出量は日本向けを中心に増加傾向で推移してきた。

　2015年12月にメキシコ全土からの日本向け豚肉輸出が可能となり、メキシコの豚肉産

業は、対日輸出を増やす好機と捉えている。

　今回の調査で訪問したメキシカンポーク輸出業者協会および対日輸出企業では、豚肉増産

の意向を確認することができた一方で、豚肉産業が抱えるいくつかの課題もあり、早急な輸

出量の拡大は難しい状況とみられている。

1980年代前半に始まったメキシコの日本

向け豚肉輸出は、1997年の台湾での口蹄疫

発生を機に、代替として日本市場での存在感

を高めた。その後、2005年の日墨経済連携

協定（以下「ＥＰＡ」という）発効により、

日本は、メキシコにとって米国を抜き最大の

豚肉輸出先国となった。一方、メキシコは、

日本にとってスペインと並び、米国、カナダ、

デンマークに次ぐ主要豚肉輸入先国となって

いる。

このような中、2015年12月にメキシコ

から日本向けに輸出される豚の家畜衛生条件

が改正され、以前から豚コレラの清浄州とし

て日本政府が豚肉輸出を認めていた６州（ソ

ノラ州、ユカタン州、バハ・カリフォルニア

州、シナロア州、ハリスコ州、チワワ州）に

加え、メキシコ全土からの輸出が可能となり、

今後の対日輸出動向が注目されている（図

１）。

【要約】
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図１　従来から豚肉の対日輸出が可能であった６州
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資料：機構作成

本稿では、日本の主要豚肉輸入先国の一つ

であり、世界の豚肉需給にも一定の影響力を

持ち始めたメキシコの豚肉産業に関し、同国

の豚肉生産の現状や今後の見通しなどについ

て、2016年４月に行った現地調査の結果を

交えて報告する。

なお、本文中の為替レートは、１米ドル＝

112円（2016年 ５ 月 末 日 Ｔ Ｔ Ｓ 相 場：

111.94円）および１メキシコペソ＝７円（同

7.01円）を使用した。

２　豚肉需給の概要

豚肉の消費量はこの10年間で35.4％増と

大きな伸びを見せており（2014年は199万

1000トン）、2012年以降は牛肉消費を上回

って推移している。一方、豚肉の生産量

（2014年）は、鶏肉、牛肉に次ぐ位置付け

となっており、需給バランスで見れば、国内

生産のみでは国内需要を賄いきれない状況に

ある（表１）。豚肉消費が伸びる要因として、

豚肉生産の拡大と安価な部位を中心に米国か

らの輸入増により国内供給量が増加している

ことが挙げられる。また、ここ数年の牛肉国

内価格の上昇も、これを後押ししている。一

方で、輸出量も右肩上がりで推移している。

メキシコの豚肉需給の特徴を整理すると、高

価格部位は輸出向け、低価格部位は国内消費

に向けられ、不足分を輸入で補うという構造

となっている。

表１　メキシコの食肉需給（2014年）

資料：ＵＳＤＡ
　注：枝肉重量換算。

豚肉 牛肉 鶏肉
生産量 1,290 1,827 3,025
輸入量 818 206 722
輸出量 117 194 9
国内消費量 1,991 1,839 3,738

（単位：千トン）
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（１）農家戸数および飼養頭数

国家統計地理情報局（ＩＮＥＧＩ）が公表

している直近（2007年）の農業センサスに

よれば、養豚農家戸数は75万5000戸であ

り、前回調査時（1991年）から著しく減少

した（表２）。また、飼養頭数も861万頭と、

前回調査時から5.3％減少している。しかし、

この間、小規模農家の廃業や大規模農家の規

模拡大、企業養豚による垂直統合（インテグ

レーション）が進展したことで、１戸当たり

飼養頭数は11.4頭と1.7倍に増加した。特に、

企業養豚が多いソノラ州では、１戸当たり飼

養頭数が1117.5頭となっており、規模拡大

が顕著である。

３　豚肉生産動向

表２　養豚農家戸数および飼養頭数の比較

資料：ＩＮＥＧＩ
　注：州別の統計は、主要３州を抜粋。

1991年 2007年
増減率

養豚農家戸数（戸） 1,370,029 754,971 ▲44.9％
ソノラ州 7,030 1,515 ▲78.4％
ハリスコ州 43,356 12,504 ▲71.2％
グアナフト州 51,340 32,125 ▲37.4％

豚飼養頭数（千頭） 9,090 8,611 ▲5.3％
ソノラ州 1,195 1,693 41.6％
ハリスコ州 1,156 984 ▲14.9％
グアナフト州 812 937 15.4％

１戸当たり頭数（頭） 6.6 11.4 72.7％
ソノラ州 170.0 1,117.5 557.4％
ハリスコ州 26.7 78.7 194.8％
グアナフト州 15.8 26.7 69.0％

米国農務省海外農業局（ＵＳＤＡ／ＦＡＳ）

の資料によると、メキシコの豚飼養頭数は直

近のセンサス（2007年）以降もおおむね増

加基調で推移してきた。この要因について、

メキシコ産豚肉の輸出プロモーションを担っ

ているメキシカンポーク輸出業者協会（ＭＰ

ＥＡ）は、2007年以降もインテグレーショ

ンの進展により、豚肉産業全体の底上げが図

られたためとしている（図２）。2014年お

よび2015年の豚飼養頭数は、2014年に発

生した豚流行性下痢（ＰＥＤ）の影響で減少

したものの、2016年は前年比8.3％増の

1040万頭とＰＥＤからの回復が見込まれて

いる。

図２　豚飼養頭数の推移

資料：ＵＳＤＡ／ＦＡＳ
注１：各年末時点。
　２：2016年は予測値。
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同国で飼養される主な豚の品種は、主とし

てランドレース、大ヨークシャー、デュロッ

ク、ハンプシャーなどであり、これらを組み

合わせた三元交配が一般的である。これらは、

日本で生産されている品種の組み合わせと類

似していることから、ＭＰＥＡでは、メキシ

コ産豚肉の強みの一つは、日本人の嗜好に合

致している点であるとしている。

コラム１　飼料生産

　2014年のメキシコのトウモロコシ生産量は2327万トンであり、2012年以降、安定して推移

している。伝統的な料理であるトルティーヤなどの材料として用いられる白トウモロコシの生産

が約８割を占めており、飼料用トウモロコシの生産は２割程度とされている。

　このため、メキシコは、日本と同様に多くの飼料用トウモロコシを米国から輸入しており、必

然的に米国の飼料穀物価格の影響を受けやすく、また、輸送費などのコストがかさむことから、

米国産豚肉に対して、コスト面で不利な立場にあるという課題を抱えている。

　州別の生産量を見ると、上位のシナロア州（369万トン）、ハリスコ州（347万トン）、ミチョ

アカン州（194万トン）の３州で約４割を占める。国土に３つの山脈や広大な砂漠地帯を有して

いることから、トウモロコシの生産地域は、気候が安定し、かんがい施設が整備されている一部

地域に限られる。

　他方、ソノラ州などの北部地域では、小麦の生産が盛んである。2014年のメキシコの小麦生

産量は367万トンで、ソノラ州がこの半分を担っている。このため、ソノラ州の養豚用飼料は、

小麦を中心とした飼料配合であり、穀物相場の動向を見ながらトウモロコシの配合割合を変更で

きるという利点がある。ＭＰＥＡによると、小麦の給餌は豚肉の脂肪を白くするため、コスト面

のみならず豚肉製品の見た目にも良い影響を与えている。

コラム１–写真　伝統食のトルティーヤ
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（２）豚肉生産量

豚肉生産量は、飼養頭数の増加や品種改良

などの生産性の向上などにより増加傾向で推

移しており、2015年は前年比2.4％増の

132万3000トンと過去最高を記録した（図

３）。州別に見ると、同国最大の豚肉生産州

であるハリスコ州が25万8000トン、第２

位のソノラ州が22万9000トンである。こ

れにプエブラ州（16万2000トン）、ユカタ

ン州（12万3000トン）、ベラクルス州（11

万9000トン）と続き、これら上位５州で全

体の約７割を占めている（図４）。

また、メキシコ農牧省農牧漁業情報局

（ＳＩＡＰ）の予測によると、2016年も豚

肉生産量は、同3.2％増の136万4000トン

と過去最高を更新すると見込まれている。

コラム１–図１　小麦生産量の州別割合

資料：メキシコ農牧省農牧漁業情報局（ＳＩＡＰ)
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資料：ＳＩＡＰのデータを基にＡＬＩＣ作成
　注：橙色がトウモロコシ、緑色が小麦の生産量の多い上位３州。
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（３）インテグレーションの進展

メ キ シ コ 農 牧 農 村 開 発 漁 業 食 糧 省

（ＳＡＧＡＲＰＡ）は、養豚の生産体系をイ

ンテグレーションの度合や導入技術の高さに

よって、①高度技術型、②小規模商業的生産

型、③伝統的裏庭生産型の３つのカテゴリー

に分類している（表３）。

図４　豚肉生産量の州別割合（2015年）

資料：ＳＩＡＰ
　注：枝肉重量換算。
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図３　豚肉生産量の推移

資料：ＳＩＡＰ
注１：2016年は予測値。
　２：枝肉重量換算。
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表３　ＳＡＧＡＲＰＡによる養豚の生産体系の区分

資料：ＳＡＧＡＲＰＡの資料を基にＡＬＩＣ編集

生産型 概要

①高度技術型
国際的に高水準な技術および生産体制を有している。インテグレーションのレベル
が高く、繁殖や肥育段階から品質管理を行い、高品質な豚肉を生産している。養豚
場のほか、と畜場や加工施設、飼料穀物の配合施設も有している。と畜場や加工施
設は、高度な管理が求められるＴＩＦ施設（コラム２参照）である場合が多い。

②小規模商業的生産型

高度技術型企業に比べ、資金力が乏しく、利益率も低いため、古い設備が使用され、
品質管理技術も劣る。その結果、生産性や価格競争力はそれほど高くない。生育ス
テージに関わらず市販品の飼料を使用する場合が多く、生産コストの上昇要因となっ
ている。インテグレーションのレベルが高くなく、生体で出荷するため、中間業者
を通じて、地方都市または農村部の市場が主な流通先となる。

③伝統的裏庭生産型
メキシコ全土で行われている自給用の養豚で、最も伝統的な生産体系である。スー
パーなどが発展していない農村部に多く、近代的な技術や優良品種が活用されてい
ないため、生産性が低く、品質も高くない。

近年は、豚肉需要の高まりに伴い、高度技

術型による生産の傾向が強まっている。高度

技術型に区分されるのは、繁殖から肥育、と

畜・加工、輸出までをインテグレーションに

より自社内で一貫して行う企業養豚であり、

配合飼料工場も所有するなど生産コストを抑

えており、ほかの区分に比べて価格競争力が

高い。安価な米国産豚肉が増加する中で、唯

一対抗できる体系であり、豚肉生産に占める

シェアはますます高まっている。これらの企

業養豚は、特にソノラ州やユカタン州に多い。

写真１　高度技術型が所有する飼料工場
資料：オハイ社提供
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他方、企業養豚は、養豚場などの生産部門

と、と畜・加工場などの加工部門のそれぞれ

に対する巨額な投資が必要となるため、小規

模商業的生産型の農場などと契約の上、肥育

豚を購入することで投資費用を抑えている場

合も多い。これは、小規模商業的生産型の農

場にとっても、飼料や医薬品の提供、技術指

導などを受けることができるため、生産性や

収益性の改善につながるメリットがあり、イ

ンテグレーションを進展させる要因となって

いる。

（４）海外資本の参入状況

メキシコで企業養豚によるインテグレーシ

ョンが進展する背景の一つとして、海外資本

の流入がある。1994年に発効した北米自由

貿易協定（ＮＡＦＴＡ）以来、米国に比べて

人件費が安いメキシコへの投資が進んでい

る。メキシコの豚肉産業に対する投資状況を

見 る と、1999年 ～ 2015年 の 間 に １ 億

8450万米ドル（206億6400万円）の海外

直接投資（ＦＤＩ）が行われている（表４）。

中でも、特に大きな存在感を示しているのが

米国のスミスフィールド（Smithfield）社で

あり、肥育豚出荷頭数でメキシコ最大手のグ

ランハカロル社（Granja Carroll）、豚肉処

理量で第２位のノーソン社に出資している。

このほか、米国のカーギル（Cargill）社は、

メキシコの穀物輸入・飼料生産分野に自社お

よびメキシコのミンサ社（Minsa）を通じて

参入している。

これは、養豚が養鶏（鶏卵）と同様に集約

的な生産が可能で、放牧などを行う肉牛産業

に比べて生産地域に制約が少ないことが背景

にある。

表４　メキシコのＦＤＩの受け入れ額

畜産
肉牛 0.1
乳牛 0.0
兼用・その他牛 6.0
養豚 184.5
養鶏（鶏卵） 169.4
養鶏（鶏肉） 8.5
養羊 0.0
養蜂 0.2
馬 0.2

と畜・肉加工
と畜 3.2
精肉 9.7
加工品 375.0

飼料 625.1

コラム２　ＴＩＦ認証

　メキシコのと畜施設は、ＳＡＧＡＲＰＡが認証するＴＩＦ認証施設（108カ所）、地方公共

団体が設立した公営と畜場（886カ所）、その他の私営の小規模なと畜場（139カ所）がある

（2015年時点）。ＴＩＦ認証は、ＳＡＧＡＲＰＡの傘下にあるメキシコ食品衛生安全品質管理局

（ＳＥＮＡＳＩＣＡ）が行っており、輸出先国の基準に対応した高い衛生管理が求められる。こ

のため、食肉輸出を行う際には、輸出先国の認定を受ける前に、ＴＩＦ認証の取得が必要となっ

ている。

資料：ＩＮＥＧＩ
　注：1999～2015年の合計。

	 	 	 　		（単位：百万米ドル）
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　なお、2016年１月時点で、ＴＩＦ認証を受けた施設は、439カ所（加工施設または現在稼働

していないものを含む）であり、このうち豚および豚肉を扱うことができる施設は320カ所であ

る。さらに、このうち35カ所が対日輸出施設となる。

　ＴＩＦ認証施設の豚と畜頭数は、2013年に過去最高となる732万6000頭を記録し、この10

年間で60％以上増加している（コラム２–図２）。一方で、公営と畜場のと畜頭数は同期間で

8.3％減となり、公営と畜場を利用する中・小規模農家の生産量が縮小しているものとみられる。

ＴＩＦ認証マークの付いた食肉は、メキシコ国内でも高品質な食肉として認識されているため、

国内需要も増加していることから、今後、ＴＩＦ認証施設の存在感が一層高まるとみられている。

　なお、ＴＩＦ認証施設でと畜される豚は、ＳＡＧＡＲＰＡが推奨する畜産グッド・プラクティ

ス規程（ＢＰＰ）に基づきＳＥＮＡＳＩＣＡが認証した養豚場から出荷される豚のみに限定され

ている。このＢＰＰは、養豚場に対して衛生条件、個体識別システム（マイクロチップ管理など）、

ＨＡＣＣＰなどの導入を定めている。

コラム２–図１　�ＴＩＦ認証施設で処理され
た製品に付けられるマーク

資料：ＭＥＰＡのＨＰより

コラム２–図２　�と畜場の形態別豚のと畜頭
数の推移

資料：ＩＮＥＧＩ
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コラム２–写真　�メキシコシティの市場（国内では常温での販
売も多い。鮮度の高さの証明にもなってい
る。）
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（１）豚肉の輸出入状況

豚肉輸出量は増加傾向で推移しており、

2015年には９万7000トンと過去最高を記

録した（図５）。輸出国別に見ると、日本向

けが最大の７万8000トン（全体の80.6％）

となり、米国（同9.6％）、韓国（同9.1％）

が続く。

輸出に向けられる主な部位は、ヒレ、ロー

ス、肩ロース、ばらなどであり、国内向けに

はもも、うで、内臓や骨などが中心となる。

このように、国内外で需要部位が異なってい

ることに加え、高単価の部位が輸出向けとな

ることから、メキシコは海外市場に利益を見

いだしているのである。

一方、豚肉の輸入は、米国とカナダが地理

的 に 近 い こ と、 北 米 自 由 貿 易 協 定

（ＮＡＦＴＡ）により関税が免除されている

こと、また、世界的にも生産量がトップクラ

スであることなどから、ほぼ全量がこの２カ

国からとなっている（図６）。2015年は、

米国産が輸入量全体の84.8％、カナダ産が

同15.1％となった。

米国産の内訳を見ると、単価が比較的安く、

国内での需要が高いももやうでなどが７割以

上を占めている（図７）。現地関係者の話では、

価格的な要因もあるが、赤身を好む国民性が

あるためとする意見があった。

（２）対日輸出

ア　輸出量

メキシコにとって日本が最大の豚肉輸出先

国となった要因として、2004年のＥＰＡの

締結がある。ほかの豚肉輸出国より関税率が

低くなる関税割当での輸出が可能となったこ

図６　国別豚肉輸入量の推移

資料：「Global	Trade	Atlas」
注１：ＨＳコード	0203（生鮮、冷蔵または冷凍豚肉）。
　２：製品重量ベース。
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資料：GTA

図７　�米国産豚肉輸入量の部位別割合�
（2015年）

資料：「Global	Trade	Atlas」
注１：	HSコード020311、020312、020319、020321、

020322、020329。
　２：製品重量ベース。
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図５　国別豚肉輸出量の推移

資料：「Global	Trade	Atlas」
注１：ＨＳコード	0203（生鮮、冷蔵または冷凍豚肉）。
　２：製品重量ベース。
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とが対日輸出を後押しし、締結後は概ね増加

傾向で推移してきた。財務省の貿易統計によ

ると、2015年は７万トンと、ＥＰＡ締結前

の2003年比で約２倍にまで成長している

（図８）（注）。

冷蔵および冷凍の別を見ると、対日輸出の

ほとんどが冷凍品である。これは、メキシコ

産豚肉が、主に日本の外食産業で利用されて

いることと関係している。前述のように、米

国産飼料の利用が、生産コストを押し上げて

いるため、安い人件費を強みに、人海戦術に

よりカットや一次加工までを行い、細かなニ

ーズに対応することで競争力を見いだしてい

るからである。

（注）　 2004年以前の輸入量が、本稿４章（１）の対日輸出量と

大きく異なるのは、後述のとおり、米国経由で行う対日輸

出量の統計上の取扱いが異なるためと考えられる。

イ　輸出ルート
現在、ソノラ州から日本向けに輸出する場

合、バハ・カリフォルニア州のエンセナーダ

港を利用した海上輸送が主流となっている

（同港から横浜港までの輸送日数は約11 ～

12日）。10年ほど前までは、ソノラ州ノガ

レスから米国へ越境し、ロサンゼルスまで陸

送後に船積みするといった輸出ルートも多く

利用されていた（図９）。しかし、エンセナ

ーダ港の整備が進み、この流れが大きく変化

した。これに加えて、2014年の労使交渉の

難航による米国西海岸の港湾機能の停滞が、

エンセナーダ港の利用増に拍車をかけたとさ

れている。

図９　対日豚肉輸出の通関地別割合の比較

資料：ＳＩＡＰ
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図８　日本のメキシコ産豚肉の輸入量の推移

資料：財務省
　注：製品重量ベース。
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資料：オハイ社提供
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コラム３　疾病の発生状況と管理体制

　メキシコは、３つの大きな山脈や砂漠があることから、州間の往来が制限され、万が一疾病が

発生した場合にも、拡散しづらいという地理的特徴を有している。また、乾燥地帯であることから、

一般的に病原菌が生育しづらい環境にあるとされている。特に、ソノラ州は、四方を山脈および

太平洋に囲まれており、外部から病原菌が侵入しづらい立地となっている。

　国内の疾病管理には、米国と共同で創設された「墨米口蹄疫およびその他の外来病撲滅委員会」

が重要な役割を担っている。同委員会は、1947年に口蹄疫撲滅を目的として、メキシコ政府と

米国政府が共同で創設した「墨米口蹄疫撲滅委員会（ＣＰＡ）」が前身である。口蹄疫撲滅を達

成した後、1988年に名称を改め、豚コレラや鳥インフルエンザを管理対象に加え、両国が共同

で疾病の発生を監視している。

　メキシコ産豚肉の生産および輸出に大きな影響を与えてきた疾病として、豚コレラとオーエス

キー病がある。ＳＡＧＡＲＰＡは、ＳＥＮＡＳＩＣＡを通じて、これらの疾病の撲滅キャンペー

ンを展開し、2012年に豚コレラの撲滅を達成して、2015年に国際獣疫事務局（ＯＩＥ）から

同疾病の清浄国として認定された。これを受けて、日本政府は2015年12月に、それまで輸出を

限定していた６州以外のメキシコ全土からの豚肉輸出を認めるに至った。

また、同じく日本向け輸出が多いユカタン

州からの輸出ルートにも変化が生じている。

以前は、西海岸まで陸送し、マンサニョ港（コ

リマ州）やラサロカルデナス港（ミチョアカ

ン州）からの海上輸送が主流であった（図

10）。しかし、現在は、陸送に日数がかかる

ことや、海上輸送運賃が安定していることか

ら、プログレソ港で船積みし、パナマ運河を

経由するルートが主となっている。また、ご

くわずかではあるが空輸も行われている。

図10　対日輸出のルート

ソノラ州

ユカタン州

プログレソ港

パナマ運河
経由

エンセナーダ港

ノガレス

マンサニョ港

ラサロカルデナス港

資料：ＡＬＩＣ作成
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ア　ノーソン社
1972年、ソノラ州の小規模養豚農家が集

まり、同社の前身となる「アルプロ」を設立

し、肥育豚や子豚をメキシコシティ向けに販

売していた。1999年に米国のスミスフィー

ルド社が、株式の50％を取得したことで、

社名が現在の「ノーソン」に変更された。

同社は2016年４月現在、と畜場を２つ、

加工場を１つ所有しており、いずれもＴＩＦ

認証を取得している。同社初のＴＩＦ認証施

設となったと畜場は1983年にソノラ州で建

設、1991年に対日輸出を開始した。1993年、

主に日本市場向けに付加価値を付けることを

目的に、と畜場に隣接して加工場を建設し、

これまでメキシコ最大の豚肉輸出企業とし

て、豚肉産業をけん引してきた。近年、需要

の高まりに伴いソノラ州内の他のＴＩＦ認証

と畜場１カ所を買収し、さらなる生産力の向

上を図っている。

同社が運営する直営農場は、増設や統合に

より多少の増減はあるものの、ソノラ州内に

80カ所程度（同社のと畜頭数の約８割。残

表５　主要な豚肉輸出企業の概要

資料：ＭＰＥＡおよび各社から聞き取り

ケケン社 ノーソン社 コウイ社 オハイ社
所在州 ユカタン州 ソノラ州 ソノラ州 ソノラ州
母豚飼養頭数（頭） 55,000 35,000 45,000 12,736
年間生産頭数（頭） 1,350,000 750,000 727,000 250,000
年間飼料生産能力（トン） 14,000 400,000 不明 144,000

と畜・加工施設
施設数 2 3 1 1
処理能力 100万頭/年 2,800頭/日 3,500頭/日 1,250頭/日

国内小売店舗数 296店舗 19店舗 42店舗 -

（３）対日輸出企業の動向

2014年度の対日輸出実績を見ると、豚肉

生産大手とされる12社が対日輸出を行った。

このうち、ケケン（KEKEN）社とノーソン

（NORSON）社がそれぞれ26％と最大で、

そのほかMPSフーズ（MPS Foods）社、サ

サ（SASA）社、ソレス（Soles）社、オハ

イ（Ojai）社などとなっている（図11）（注１）。

（注１）　関税割当数量の使用割合。

日本を中心に国外でのメキシコ産豚肉のプ

ロモーション活動を行っているのが、メキシ

カンポーク輸出業者協会（ＭＰＥＡ）である。

同協会は2005年に発足し、2016年４月時

点で主要豚肉輸出業者７社（ノーソン社、オ

ハイ社、ケケン社、ササ社、コウイ（Kowi）

社、サンタ・セシリア（Santa Cecilia）社、

ソレス（SOLES）社）が加盟している。こ

れらの企業の概要を表５に示すとともに、今

回現地調査を行ったノーソン社、オハイ社の

概要について説明する。

図11　企業別の対日輸出割合（2014年度）

資料：メキシコ経済省
　注：年度は、４月～翌３月。
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り２割は契約農場から）あり、品種はＬＷＤ

（またはＷＬＤ）（注２）である。飼料配合施設

も自社で保有し、ソノラ州では一般的な小麦

を中心にトウモロコシやソルガムを配合して

いる。生産費は、肥育豚１頭当たり１万6000

～ 7000円程度（注３）とされ、日本との比較で

は低水準であるが、飼料原料としてトウモロ

コシを輸入していることで、米国よりも生産

費が高いことが課題との認識を持っている。

繁殖部門では、母豚を３万5000頭飼養し

ているが、原種豚は主に米国から導入してい

る。

（注２）　 ランドレース、大ヨークシャー、デュロックを掛け合わ

せたもの。

（注３）　ノーソン社からの聞き取り。

イ　オハイ社
1979年、鶏卵を生産する企業としてソノ

ラ州に設立し、1984年に養豚業に進出した。

と畜、加工施設はＴＩＦ認証を取得している。

豚舎は、ソノラ州とシナロア州の15カ所に

所在しており、2007年に母豚5000頭規模の

豚舎を新設したことで、自社農場の母豚頭数

は約１万3000頭となった。しかし、リスク

管理の観点から自社農場の出荷割合を95％程

度にとどめ、残りを契約農家から調達してい

る。と畜能力に若干余裕があることから、引

き続き母豚の増頭を行う予定としている。

現在、同社の輸出先は、ほぼすべてが日本

向けであり、米国向け輸出は行っていない。

これは、日本向けに特化することで、処理・

加工能力の安定化を目指すとしているが、米

国向けに求められるトラックヤードなどの舗

装に完全には対応していないこともある。今

後は、米国への輸出も視野に入れた輸出認証

の取得を課題として掲げている。

写真３　�オハイ社の加工施設（と畜頭数は、
１日当たり800頭程度）

資料：オハイ社提供

写真５　�自社農場で生産される子豚（原種豚
は、オランダの企業から購入し、遺
伝的改良を図っている）

資料：オハイ社提供

写真４　�部分肉の製造作業（稼働は週６日、
７〜15時。年間豚肉生産量は、２万
2000〜5000トン程度。）

資料：オハイ社提供
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コラム４　メキシコの農業政策

　メキシコ政府による農業支持水準は、全般的に低いが、1980年代に、ＮＡＦＴＡ加盟などに

備えて、直接支払いや目標所得政策などの支援政策が整備されてきた。以下では、現在実施中の

６カ年計画（2013 ～ 2018年）の概要を説明する。

（１）農畜産業関連予算

　　ＳＡＧＡＲＰＡに割り当てられる農業・畜産・地方開発・漁業・食品関連の予算額は、

2014年に項目建てが大きく変更されるとともに、総額829億ペソ（前年比１０％増、5803

億円）に増額され、さらに2015年にも878億ペソ（同６％増、6146億円）に増額された（コ

ラム４–表）。しかし、2016年は、原油国際価格の下落がメキシコ財政に悪影響を与えた結果、

予算案は前年度に比べて大きく削減（同17％減）された。2014年度に創設され、母豚を所有

する養豚農家に対し、母豚頭数に応じて補助金が支払われていた「豚プログラム（PROPOR）」

は廃止されることとなった。

（２）持続可能な畜産生産と畜産・養蜂調整プログラム（ＰＲＯＧＡＮ）

　　ＰＲＯＧＡＮは、現政権下で５カ年計画「PROGAN Productivo 2014-2018」として整備

され、自然資源の保護を目的として、環境問題に対応した生産を行うことを条件に、畜産・酪農・

養蜂農家などに対して直接支払いを行うほか、生産と環境保全を両立するための新技術の導入

支援を行う事業である。同事業は、環境保全プログラムとしての位置付けであるが、家畜を登

録して管理し、環境保全や生産技術、家畜の健康管理などについて畜産農家を教育する側面も

あることから、畜産業全体の生産性向上に寄与している。

　　事業の対象は、一定以上の家畜を飼養する個人または企業であり、家畜の数に応じて、カテ

ゴリーＡ（小規模農家、豚の場合は15 ～ 105頭）、カテゴリーＢ（中規模農家、同106 ～ 300頭）

の２段階に分類される。カテゴリーＡでは１頭当たり117ペソ（819円）、Ｂでは同93ペソ（651

円）の補助金が支給される。ただし、飼養頭数が105 ～ 132頭の場合の支給額は、一律１万

2285ペソ（８万5995円）とされている（注）。

　　さらに、生産性向上を目的に精子、種豚、繁殖技術の導入および給餌インフラの強化に係る

費用支援などもＰＲＯＧＡＮに含まれている。

（注）　 概拠は示されていないため定かではないが、106～132頭の場合の支給額は、105頭の場合よりも少なくなることから、105頭の場

合と同額に固定したものと推測される。

（３）ＴＩＦ認証施設の利用促進

　　ＳＥＮＡＳＩＣＡは、ＴＩＦ認証施設の利用促進プログラムを2002年から実施している。

これは、中小規模農家および肥育業者が、高品質な商品を国内外に出荷できるよう支援するも

のであり、ＴＩＦ認証施設でと畜を行った者に対して、豚１頭当たり100ペソ（700円）が支

給される。なお、対象は４～６カ月齢の豚で、１戸当たり最大5000頭までとされている。
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2014年 2015年 2016年
農業・畜産・地方開発・漁業・食品 82,901 92,142 73,716
競争力強化 56,177 66,108 58,307
マーケティングと市場開発 8,072 12,007 10,272
商業化インセンティブ 7,738 11,673 10,000
人材開発、技術革新、普及 - 760 -
投資・生産性向上プログラム 48,105 51,626 44,595
女性企業家のプログラム - 1,200 -
連邦合意プログラム 4,587 4,743 3,272
農業推進計画 18,335 19,136 21,510
漁業振興・養殖生産プログラム 1,768 1,828 1,716
畜産開発プログラム 1,042 1,520 670
家畜用井戸掘削 - - 170
家畜研究および技術移転 - - 300
家畜用インフラ、資材、器材 - - 200
家畜処理支援（ＴＩＦインセンティブ） 191 175 -
家畜生産基盤改善（インフラ、機械等） 146 150 -
家畜生産性（食品畜産） 126 120 -
豚プログラム（ＰＲＯＰＯＲ) 75 150 -
掘削・井戸機器プログラム 150 157 -
家畜生産性（家畜管理） 126 131 -
家畜生産性（生殖・家畜遺伝資源） 208 217 -
畜産物製品システム 21 22 -

小規模農家支援プログラム - - 3,280
農村の持続可能発展のための情報システム - - 185
農村情報システム - - 49
革新、研究、技術開発、教育 3,011 3,113 -
農産物食品の生産性・競争力強化 6,571 6,715 4,659
農産物食品安全強化 5,143 5,332 4,118
総合農村開発計画 7,649 8,040 5,138

環境 8,251 8,857 6,657
農業推進計画 1,052 1,098 -
漁業振興・養殖生産プログラム 274 484 110
畜産開発プログラム 5,163 5,432 4,886
バイオセーフティ 214 223 -
ＰＲＯＧＡＮ 4,022 4,198 3,986
再増頭に係るインフラ・機材支援 200 209 -
再増頭・繁殖支援 728 750 500
維持可能性のある畜産 - - 400

総合農村開発計画 1,761 1,843 1,661
大学・研究所等教育 5,638 5,773 5,486
社会 5,446 5,738 2,664
農業推進計画 1,213 1,266 -
漁業振興・養殖生産プログラム 96 99 60
総合農村開発計画 4,137 4,373 2,604

行政（ＳＥＮＡＳＩＣＡ、ＣＯＮＡＰＥＳＣＡなど） 7,388 7,380 7,154

コラム４–表　農畜産業関連主要プログラムの予算内訳
	 	 	 	 	 	 	 	 	 			（単位：百万ペソ）

資料：メキシコ政府資料を基にＡＬＩＣ作成
　注：2016年は予算要求額。
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（４）家畜保険

　　メキシコは、中南米諸国の中では比較的農業保険が浸透しており、畜産農家の90％が家畜

保険に加入している。国の農業保険業務は、1990年に国営農業牧畜保険会社（ＡＮＡＧＳＡ）

から新設のＡＧＲＯＡＳＥＭＥＸに引き継がれた。疾病などによる家畜被害を補償する国の通

常の家畜保険は、主に地域別・作物別に造成された基金を通じて畜産農家に提供されているが、

大規模生産者では民間保険の利用もみられる。

　　このほか、政府が運営する自然災害基金（ＦＯＮＤＥＮ）が存在している。これは、地震、

火山の噴火、干ばつ、台風などの自然災害により農道やかんがい設備などに被害があった場合

の修復費用の補助や、経済的損失に対する補助が、各州の災害保険（ＳＡＣ）を通じて支給さ

れるものである。

５　豚肉産業が抱える課題

（１）米国産豚肉との競合

豚肉生産量は増加傾向で推移しているもの

の、国内市場では安価な米国産豚肉との競合

を強いられており、国内需要の伸びに対して

国産豚肉の増加率は低い水準にとどまってい

る。競争性に劣る要因として、飼料用トウモ

ロコシの多くを輸入に頼っていることで、生

産コストが米国に比べて割高となっている点

が挙げられる。

この不利な状況が、コスト低減を目的とし

たインテグレーションを進める一つの要因と

なっており、既存の施設を生かす形での統合

が進んでいる。具体的には、中小生産者に肥

育業者としての役割を担わせる形で企業養豚

の形成が見られ、既存のインフラやノウハウ

を生かすことで投資を抑えている。

一方、輸出市場では、人件費の安さや手先

の器用さを生かし、串刺しや糸巻きなどの一

次加工までを行うことで競争力を高めてい

る。そのため、日本では、外食産業向けの業

務用として利用されることが多い。

さらに、国内では、ハムやソーセージ用に

もも肉やうで肉、伝統料理用に皮や脂肪など

に需要があるのに対し、日本に輸出される部

位は、ヒレやロースなどで、両国間では一般

写真６　�コマ切れ肉やソーセージ、内臓肉が
販売される国内市場

写真７　�国内で製造される加工品の例�
①（串差し）

資料：オハイ社提供
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的な需要部位が異なり、互いに補完的である

ことに、貿易相手国としての利点を見いだし

ている。

（２）生産基盤の強化

メキシコ全土から豚肉の対日輸出が可能と

なったものの、生産基盤の強化なくしては、

その効果は十分に発揮されない。そのために

は、生産性の向上が求められ、個々の生産者

の生産技術を向上させる必要がある。特に、

南部地域では、中小規模生産者が多くを占め

ており、低い生産性に加え、輸出に求められ

る 規 格 を 満 た し て い な い 場 合 も 多 い。

ＩＮＥＧＩによれば、2014年時点で人工授

精を行っている養豚農家の割合は全国平均で

2.7％、技術指導を受けている割合は同

4.3％にとどまっている（表６）。ただし、

2012年時点との比較では改善がみられるこ

とから、インテグレーションの進展に伴い、

技術レベルの底上げが図られており、今後、

より一層の生産性の向上が求められている。

インテグレーションが進む一方で、外資主

導で国内向け養豚生産に特化したグランハカ

ロル社のような企業も存在している。2010

年時点の同社の肥育豚供給シェアは、国内全

体の１割強を占めているとされる。このよう

な外資主導で養豚生産のみを行う企業は増加

しており、インテグレーションとは別の形で、

生産基盤の強化に貢献している。

（３）ＴＩＦ認証施設の不足

輸出拡大にはＴＩＦ認証施設の増加が求め

られる。豚肉生産企業が所有すると畜場のほ

とんどはＴＩＦ認証を取得しているが、処理

頭数の拡大は難しい。対日輸出量が最も多い

ソノラ州では、ＴＩＦ認証施設12カ所、公

営と畜場49カ所と、数では後者が勝るもの

の、 処 理 能 力 に 占 め る 割 合 で は 前 者 が

98.5％を占める（表７）。一方、豚肉生産量

が最も多いハリスコ州では、ＴＩＦ認証施設

８カ所に対して、公営と畜場117カ所と、後

表６　技術導入の割合

資料：ＩＮＥＧＩ

2012年 2014年
ワクチン 18.3% 21.6%
バランスのとれた飼料給餌 16.9% 19.3%
飼料の自家配合 - 7.3%
１頭１日当たり平均摂取量 - 2.6kg

技術指導 2.6% 4.3%
人工授精 - 2.0%
遺伝改良プログラム 1.4% 1.4%
その他の技術導入 0.3% 0.8%

写真８　�国内で製造される加工品の例�
②（スライス）

資料：オハイ社提供

写真９　�国内で製造される加工品の例�
③（キューブカット）

資料：オハイ社提供
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表７　州別形態別と畜処理能力の比較

資料：ＳＩＡＰ

公営と畜場 ＴＩＦ認証施設

施設数
（カ所）

処理能力
（頭/月）

施設数
（カ所）

処理能力
（頭/月） シェア（％）

ハリスコ州 117 126,590 8 42,600 25.2
ソノラ州 49 4,490 12 295,500 98.5
プエブラ州 13 34,265 5 7,040 17.0
ユカタン州 26 51,710 4 48,000 48.1
ベラクルス州 53 35,380 6 1,650 4.5
その他 628 408,495 73 293,768 41.8
合計 886 660,930 108 688,558 51.0

６　おわりに

メキシコの豚肉産業は、国内市場では、豚

肉需要の高まりに伴い、安価な米国産豚肉と

の競合にさらされる中で、インテグレーショ

ンによる生産性の向上により競争力を保って

きた。また、輸出市場においても、大規模生

産者を中心に、輸出先国の基準を満たす高水

準の管理体制を整えた上で、手先の器用さや

人件費の安さを生かした輸出戦略を展開して

きた。しかしながら、インテグレーションの進

展が顕著なのは、対日輸出を行っているソノラ

州などが中心で、全国的に見ると、いまだ中小

規模生産者も多く存在しており、輸入豚肉との

激しい競争で廃業していく者も少なくない。こ

のため、インテグレーション化や肥育の専業化

など中小規模層の生産性向上の取り組みがさ

らに進んでいくものとみられている。

また、飼料供給体制については、多くのト

ウモロコシを米国からの輸入に依存しており、

日本と同様の課題を抱えている。国産の小麦や

ソルガムも利用されているが、輸入トウモロコ

シへの高い依存度を克服する効果的な方策は見

いだされておらず、豚肉の安定生産を実現する

飼料供給体制の構築が求められている。

今回の調査では、ノーソン社やオハイ社な

ど主要豚肉輸出企業の生産拡大の意向を確認

することができた。また、輸出に興味を示す

いくつかの企業がＭＰＥＡに新規加盟するな

ど、将来的な豚肉輸出量の増加を予感させる

要素が明らかとなった。一方、現時点では、対

日輸出拡大の動きが見られるのは、これまでも

輸出が可能であった州であり、新たに解禁とな

った州では大きな動きは見られていない。また、

生産拡大に取り組むソノラ州などでも、増頭や

処理施設の整備に時間を要することなどから、

輸出量の増加として結果が現れるのは、早くと

も2016年末以降とみられている。

者が圧倒的多数であり、前者が処理能力に占

める割合も25.2％と、後者に大きく及ばな

い。ＭＰＥＡは、豚肉輸出の増加にはさらな

るＴＩＦ認証施設の増加が必要との認識を示

しており、特に、ハリスコ州でのＴＩＦ認証

施設が、今後の豚肉輸出の可能性のカギとな

ってくる。政府としても、補助金という形で

ＴＩＦ認証施設への出荷を促していることか

ら、今後より一層ＴＩＦ認証の施設が増加す

るとみられている。


